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　明けましておめでとうございます。

　昨年は，2020年の東京オリンピック需要やアベノミクスが先導する財政出動および金融緩和の効果が

徐々にあらわれ，過去最高益を見込む企業も増え，日経平均株価は26年ぶりの高値をつけるなど，明る

い話題が出てまいりました。引き続き本年も雇用・所得環境の改善に加え，経済対策の効果が各方面に及ん

でくるとみられることから，景気は緩やかな拡大基調が続いていくと予想されます。

　一方で日本の生産年齢人口は，少子高齢化により1995年をピークに減少の一途をたどっており，その

ペースは総人口の減少を上回ると推測されています。政府はその対策として，一億総活躍社会の実現に

向けた「働き方改革」を進めています。その内容は，長時間労働の解消，正規雇用と非正規雇用の格差

是正，女性・若者の活躍しやすい環境づくりなどが主となり，日本の企業文化やライフスタイル，働く

ことに対する考え方そのものの改革となっています。このような動きの中，ものづくりの世界で技術を

伝承し，発展させていくためには，AI，IoTや産業ロボットに代表される省力・省人化技術の活用が重

要なテーマになっています。これら新しいツールを利用するためには，従来経験や勘に頼っていた，い

わゆる匠の世界を数値で捉える必要があります。その分析作業の中で，私たちはこれまでに築いてきた

技術とは何かについて再度考えさせられる事になるでしょう。この事が，新たな技術の未来を切り開く

第一歩となるのかもしれません。

　弊社は「断つ・保つ」技術を基盤とした製品と，施工技術を兼ね備えていることを強みとして，幅広

い産業分野のお客様に製品・サービスを提供してきました。その多くは，普段皆さまの目にとまらない

部分に使用されており，主役となる製品を縁の下で支えるような役割を担っています。世の中の要求が

日々変化していく中で，弊社が今後も社会に貢献していくために，これまでに築いてきた技術をもう一

度見つめ直し，お客さまの立場に立ったものづくりを常に考え努力していく所存です。

　本号では，弊社が長年培ってきた「断つ・保つ」技術のうち，保冷および防音技術について，歴史や

新技術を織り交ぜながらご紹介させていただきます。今後とも，ニチアス技術時報のご愛読と弊社製品

のなお一層のご愛顧を賜りますようお願い申し上げます。

新年雑感

取締役　執行役員　基幹産業事業本部長　　亀　津　克　己

巻頭言
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冷技術は目立たないながらも，冷熱利用産業全
てを縁の下で支えており，現代社会にはなくては
ならない存在といえる。

3．保冷工事の概要

　当社が事業とする保冷工事は主としてプラン
トが対象であり，エネルギー，石油化学，冷凍冷
蔵倉庫，地域冷暖房施設など広範囲にわたる。
実際の保冷工事では対象となる装置，機器の温
度や構造などの仕様に合わせて選定すべき断熱
材（保冷材）や保冷構造，施工方法が決められる。
ここでは代表的なものに関してその概要を説明
する。

1．は　じ　め　に

　当社では自社製の断熱材製品を主体として用
いたプラントの保温・保冷工事を事業のひとつと
している。保温・保冷工事の対象は－253℃の液
体水素プラントから千数百℃以上となる焼却炉
や工業炉に至るまで幅広い温度領域にわたるが，
本稿では特に保冷工事の概要について解説する。

2．保冷の市場

　一般に断熱は対象となる流体の温度領域によ
り，常温よりも高い温度範囲は保温，常温未満
の温度範囲は保冷と区別しており，それぞれ使
用される断熱材やその施工方法が異なる。
　保冷工事の対象となる，冷熱を利用する産業
分野はエネルギー，石油化学，食品製造および
物流など多岐にわたる。その一例を図1にまとめ
た。例えばエネルギー産業で使用される天然ガ
スは輸送効率を高めるため－162℃のLNG（液化
天然ガス）として輸送される。また，食品物流で
は生鮮食品や冷凍食品の生産，保存から消費に
至るコールドチェーンにおいて冷凍・冷蔵倉庫，
保冷車，冷凍・冷蔵ショーケースといった施設や
機器が利用される。
　これらの産業で使用される設備，機器は低温
流体を扱うため，周囲への冷熱の遮断が必須で
ある。保冷の不備は機器の結露や，運転負荷の
増大など種々の障害に結びつくため，保冷技術
が果たすべき役割は重要である。その意味で保

ニチアスの保冷技術

基幹産業事業本部　工事事業部　工事技術部

解説

図１　冷熱利用の産業と装置の例

各種ガスの沸点 温度 冷熱利用の産業・装置
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3.1　LNGタンク
　天然ガスは発電用燃料，都市ガスの原料や化
学原料などとして使用されており，ほとんどが海
外から輸入される。ガス田から採掘された天然
ガスは隣接するプラントで液化され，－162℃の
LNGとしてLNG船により海上輸送される。輸入
されたLNGは，受入基地でLNGタンクに受入，
貯蔵され，ガス化プラントで気化させて利用され
る。LNGのこのような流れはLNGチェーンと呼
ばれる（図2）。
　LNG受入基地周辺には冷熱発電や，ガス液化
分離設備，冷凍倉庫などLNGの冷熱を利用する
各種の設備が集約されており，冷熱の効率的な
利用が図られている。国内のLNGの受入基地を
図3に示す。

　LNG受入基地に設置されるLNGタンクは構造
により地下タンクと地上タンクに大別される。
　地下タンク（図4，5）は国内では1970年に初
めて建設され，その後大容量化が進み，最新の
ものでは容量25万kLを誇る。保冷材には厚さ約
200mm程度の板状に加工した硬質ウレタン
フォームの両面に表面材を設けた保冷パネルが
用いられ，これを躯体内面にアンカーで固定する
構造となっている（図6）。タンク本体はステン
レス薄板を使用したメンブレンタンクが保冷パ
ネルの内面側に配置される。当社は地下タンクの
大半に自社製硬質ウレタンフォーム「フォーム
ナート®」を供給，施工してきた。

図3　国内のLNG受入基地

図4　地下タンク

図5　地下タンクの内部
（見えているのはメンブレンと呼ばれるステンレス薄板で構成さ
れたタンク内槽）

図2　LNGチェーン

LNG船
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　一方，地上タンク（図7）はLNGを貯蔵する内
殻と保冷材を保持する外殻の二重殻構造となって
いる。地上タンクは万一の流出事故に備えてタン
クの周囲に防液堤が設けられるが，近年は防液堤
とタンク外殻が一体化され，立地面積が少ない利
点を持つPC-LNGタンクが主流である（図8）。
PC-LNGタンクも地下タンクと同様に容量20万kL

級と大型化し，外径80mを越える大規模な構造物
である。
　保冷材としては，タンクの床部にはLNGの液
圧を支持するために強度が高い泡ガラス，軽量

断熱コンクリートなどが使用され，タンク側部は
粒状パーライトが使用される。タンクの側部断熱
工事は粒状パーライトをタンク内に空気圧送して
二重殻の間の空間に充填する作業となる（図9）。
　表1にこれらのLNGタンクの建設に関わる当
社の保冷工事の主要な実績をまとめた。

3.2　LNG配管
　LNGタンクにはLNGの受入，払出し配管や，
気化器など多種の付帯設備が設けられ，それら
も保冷が必要となる。これらの施工は設置時だ

図6　地下タンクの一般構造

屋根
屋根保冷

LNG
コンクリート躯体

メンブレン
側部保冷

底部保冷

図8　PC-LNGタンクの一般構造
（近年の地上タンクは防液堤とタンク外殻が一体化したPC-LNG
タンクが主流である）

外槽屋根板

外槽

内槽 内槽屋根板

内槽底板

基礎版

PC防液堤
LNG

屋根部保冷

底部保冷
外槽底部ライナー

側部保冷

外槽側部ライナー

PC防液堤

図9　PC-LNGタンクのパーライト充填工事
（タンク外に設置した焼成機でパーライトを焼成してタンク上部
まで空気圧送し，タンク内殻と外殻の間に充填する）

マンホール

粒状パーライト輸送管

粒状パーライト焼成機

グラスウール

粒状パーライト

冷熱抵抗緩和部

図7　地上タンク
（LNG受入基地。写真奥が地上タンク。手前はLNG船からLNG
を受入れるための配管）
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けでなく，保冷材などの経年劣化のため定期的
なメンテナンスが必要である。当社ではメンテ
ナンス工事として配管内部にLNGを通じた状態
での冷間保冷施工なども実施している。代表的
な配管の保冷構造を図10に示した。

3.3　LNG船
　LNGの海上輸送に使用されるLNG船は，積荷
であるLNGの冷熱から船体を保護するため，高度
な防熱設計（※1）と施工技術が必要となる（図11）。

　LNG船は搭載されるタンクの構造により，球形
タンクを備えたMOSS型，メンブレンタンクをも
つGTT Mark Ⅲ，GTT NO96型，自立角型タンク
を持つ IHI-SPB型が代表的な形式である（図12）。
　LNG船の防熱工事では当社のグループ会社で
ある株式会社イノクリートがこれら4種全ての施

表１　当社のLNGタンクの保冷工事主要実績
形式 案件 建設時期 タンク容量

地下
タンク

東京ガス㈱殿  根岸 1970 10,000kL
東京ガス㈱殿  根岸 1972 60,000kL
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1974 60,000kL×2基
大阪ガス㈱殿  泉北 1974 45,000kL
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1974 60,000kL×5基
東京ガス㈱殿  根岸 1976 95,000kL
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1976 62,000kL
東京ガス㈱殿  根岸 1978 95,000kL
東京電力㈱殿  袖ヶ浦 1980 60,000kL
東京ガス㈱殿  根岸 1980 95,000kL
東京電力㈱殿  東扇島 1981 60,000kL
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1981 130,000kL
東京電力㈱殿  東扇島 1983 60,000kL×2基
東京電力㈱殿  新袖ヶ浦 1984 90,000kL×2基
東京電力㈱殿  富津 1984 90,000kL
東京電力㈱殿  富津 1984 90,000kL
東京電力㈱殿  東扇島 1986 60,000kL
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1988 140,000kL
東京ガス㈱殿  根岸 1978～1990 60,000kL×2基
東京電力㈱殿  富津 1989 125,000kL
東京ガス㈱殿  根岸 1992～1994 60,000kL×2基
東京ガス㈱殿  根岸 1993～1995 200,000kL×2基
清水エル・エヌ・ジー㈱殿  袖師 1995～1996 80,000kL
東京ガス㈱殿  扇島 1996 200,000kL
仙台ガス局殿  新港 1996 80,000kL
知多エル・エヌ・ジー㈱殿  知多 1996 160,000kL
東京電力㈱殿  富津 1997 125,000kL
清水エル・エヌ・ジー㈱殿  袖師 1999～2000 94,000kL
西部ガス㈱殿  熊本 1999 2,000kL
東邦ガス㈱殿  知多緑浜 1999～2001 200,000kL
東京電力㈱殿  富津 2001 125,000kL×2基
東京ガス㈱殿  扇島 2001 200,000kL
西部ガス㈱殿  熊本 2006 2,000kL
東邦ガス㈱殿  知多緑浜 2008～2009 200,000kL
清水エル・エヌ・ジー㈱殿  袖師 2008～2009 160,000kL
東邦ガス㈱殿  知多緑浜 2015～2016 220,000kL
東京電力㈱殿  富津 2017～ 125,000kL × 2基

地上
タンク

（二重殻
タンク）

中部電力㈱殿 四日市火力発電所 1987 80,000kL × 4基
大分エル・エヌ・ジー㈱殿 1989 80,000kL × 5基
中国電力㈱殿  柳井 1989 80,000kL × 6基
東邦ガス㈱殿  四日市 1989 80,000kL × 2基
大阪ガス㈱殿  泉北第2 1993 140,000kL × 2基
マレーシアサラワク 1982 65,000kL × 4基
東京ガス㈱殿  袖ヶ浦 1986 45,000kL × 1基
東京電力㈱殿  袖ヶ浦 1988 45,000kL × 2基, 

60,000kL × 4基
インドネシアアルーン 1992 140,000kL × 4基
大阪ガス㈱殿  泉北第一 1993 45,000kL × 3基
関西電力㈱殿  姫路 1995 80,000kL × 2基

地上
タンク

（PC-LNG
タンク）

岡山ガス㈱殿  築港工場 2003 7,000kL × 1基
北海道ガス㈱殿  函館みなと工場 2006 5,000kL × 1基
台湾中油社殿
Northern LNG Receiving 
Terminal

2009 160,000kL × 3基

沖縄電力㈱殿  吉の浦火力発電所 2012 140,000kL × 2基
中部電力㈱殿  川越火力発電所 2013 180,000kL × 2基
JX日鉱日石エネルギー㈱殿
釧路LNG基地 2013 10,000kL × 1基

東北電力㈱殿  新仙台火力発電所 2013 160,000kL × 2基
東部ガス㈱殿  秋田 2014～2015 14,000kL × 1基

図10　代表的な配管の保冷構造

炭酸ガス発泡PUF注入
外面防湿材

緊縛材

緊縛材

外装材

フォームナートカバーTN

エラスチックテープA

図11　今治造船株式会社殿建造のLNG船TRINITY ARROW
（GTT Mark Ⅲ型，貨物容量155千kL）

写真は今治造船株式会社殿ご提供
（本船および同型船の防熱材にはノンフロンタイプでは世界初と
なる当社製R-PUFが採用された）
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工実績を持つ。特にGTT Mark Ⅲ型については，
防熱材として当社はノンフロン品では世界初と
なるガラス繊維補強硬質ウレタンフォーム（R-

PUF）を開発し，その製造から防熱工事まで一貫
して実施した実績がある（図13，14）。
※１　  LNG船の場合，積荷のLNG冷熱から船体を保護するとい

う意味で，保冷ではなく「防熱」という用語が用いられる。

3.4　冷凍・冷蔵倉庫
　食品物流の中で大きな比重を占める冷凍・冷
蔵倉庫は，18℃から－40℃以下の広い温度域で
運用されており，倉庫のきめ細かい温度管理の
ため，高い断熱施工技術が必要となる。この施
工についても当社グループ会社の株式会社イノ
クリートが行っており，発泡ポリスチレンによる
パネル工法や硬質ウレタンフォームの吹付け発
泡工法などを採用している。冷凍・冷蔵倉庫の
保冷工事については本号の別稿を参照されたい。

3.5　宇宙ロケット
　純国産のH-II A，B両ロケットの推進薬（燃料）

には液体水素および液体酸素が用いられている。
ロケットは通常のプラント機器と異なり，推進薬
の極低温と空力加熱や推進薬の燃焼熱による高
温とが保冷材の内外に同居する過酷な環境であ
り，保冷材や保冷構造の設計にも特別な配慮が
要求される。
　当社ではH-Iロケット以来，継続して保冷材を
提供させていただいている。現在のH-II A，Bロ
ケットには機体を構成する推進薬タンクやその
付帯配管の断熱材として自社開発したポリイソ
シアヌレートフォーム（※2）「フォームナート® PIF」
を供給している（図15）。液体水素は－253℃と
いう極低温であり，保冷の信頼性を確保するた
めに推進薬タンクには吹付け発泡，配管には接
着施工を採用し，保冷材が対象物に強固に密着，
固定される構造になっている。
※2　  ポリイソシアヌレートフォームは硬質ウレタンフォームを変

性して耐熱性を持たせた発泡プラスチックの一種である。

図12　LNG船の主な形式

形式 MOSS GTT Mark Ⅲ GTT NO96 IHI-SPB

タンク
構造

アルミニウム独立球形
タンク

ステンレスメンブレン
タンク

インバーメンブレン
タンク

アルミニウム自立角型
タンク

防熱材 プラスチックフォーム ガラス繊維補強硬質
ウレタンフォーム パーライト 硬質ウレタンフォーム

図13　GTT Mark III 型LNG船の防熱工事の様子（模型） 図14　ノンフロンR-PUFを用いたGTT Mark Ⅲ型の防熱パネル
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4．保　冷　材

　保冷の設計において必要なことは，冷熱によ
る霜や氷の発生を防止することだけではなく，保
冷材内部に外気から湿分を浸透させないことが，
保冷性能を長期間にわたり維持するために重要
である。このため通常，保温に使用されるロック
ウールやけい酸カルシウムのような繊維質，ある
いは多孔質保温材は保冷には使用せず，独立気
泡から構成され，透湿性が小さい発泡プラスチッ
クが主として用いられる。

4.1　硬質ウレタンフォーム
　保冷材として最も多用されているのが硬質ウ
レタンフォームである。保冷施工においては，冷
気を漏らさず表面に霜や氷が発生しないように，
保冷構造には外気に通じる隙間を設けない工夫
が求められる。その点，硬質ウレタンフォームは
2成分の液体原料を常温で化学反応させて生成さ
せるため，工場における成形品製造はもとより，
施工現場においても原液を直接に施工対象物に
スプレーや注入して発泡させ，継目がない保冷

層を施工対象物と一体的に形成可能であること
が他の材料にはない最大の特長である。
　当社では「フォームナート®」ブランドの保温板，
保温筒や，現場施工用の注入発泡原液の製品を品
揃えしている（図16～ 18）。これらの「フォー
ムナート ®」製品は全て発泡剤に炭酸ガスを主とし
て使用したノンフロン製品である。

図16　硬質ウレタンフォーム保温材
「フォームナート ボード TN」，および「フォームナート カバー TN」
（2004年オゾン層保護地球温暖化防止大賞優秀賞受賞）

図17　「フォームナート カバー TN」のLNG温度における
 性能実証試験
（極低温での使用に即した試験により性能実証を行っている）

図18　「フォームナート カバー TN」による配管保冷施工

図15　ロケットの保冷
（タンクおよびエンジン周り配管の保冷に「フォームナート PIF」
が用いられる） 

ⒸJAXA

フォームナート PIF
（推進薬タンク）

フォームナート PIF
（推進薬配管）
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4.2　その他の保冷材
　硬質ウレタンフォーム以外には発泡ポリスチ
レンなど独立気泡の発泡プラスチック材料のほ
かに，用途に応じて特色ある保冷材が使用され
ることがある。
（1）エアロジェル保冷材
　最近では高性能保冷材として米国 Aspen 

Aerogels, Inc.の製品である「Cryogel® Z」（図
19）が一部で使用されるようになってきた。
「Cryogel® Z」は繊維系保温材のマットにシリカ
エアロジェルを担持させたものをアルミニウム箔
と複合化した保冷材であり，空気分子の平均自
由行程よりも空隙の大きさが小さい多孔質構造
のシリカエアロジェルの特性を活かした高い断
熱性を持ち，同時にマットの柔軟性による施工性
の良さを兼ね備えた点が特長の保冷材である。

（2）軽量断熱コンクリート
　軽量断熱コンクリートは保冷材としては特殊
であるが，3.1項で紹介したLNG地上タンクの底
部用断熱材のほか，万一のLNG漏洩事故におけ
るLNGの初期蒸発を抑制する目的でLNG地上
タンク周辺に施工される。当社製品としては黒曜
石系軽量骨材を使用したTOMBOTM No.5870「ラ
イトン ®」での施工実績がある。

4.3 断熱サポート
　断熱サポートは断熱性能と荷重支持の2つの機
能を兼ね備えた製品であり，極低温流体の配管を
支持するために使用される。断熱サポートは配管
の冷熱から配管架構を保護し，同時に配管や流体

の自重を支える重要な役割を担っており，低温配
管には欠かすことができない。当社では，高密度
の硬質ポリウレタンフォームを主構成部材とする
TOMBOTM No.5010「フォームナート ® サポート」，
TOMBOTM No.5012「フォームナート ® アンカーサ
ポート」，TOMBOTM No.5014「フォームナート ® 

フルサポート」を用意している（図20～ 22）。

図19　「Cryogel Z」

図21　「フォームナート フルサポート」
 （写真は36B 配管用の製品）

図22　「フォームナート サポート」の性能実証試験
（サポートの性能実証は配管を実使用温度まで冷却した状態で設
計荷重を負荷して行っている）

図20　LNG配管に取り付けられた「フォームナート サポート」
 （写真は配管に保冷材が施工される前の状況）

フォームナート サポート
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5．保冷の設計と施工

5.1　保冷の設計
　保冷の設計は保冷材の選定，保冷厚さの算定，保
冷構造および施工方法の選定の3つに大別される。
　保冷材は「フォームナート ®」製品に代表され
る硬質ウレタンフォーム保温材を選定すること
が基本となるが，施工対象の構造，立地による
施工上の制約や，運転条件などを考慮して他の
材料を採用あるいは併用する場合もある。
　保冷厚さの算定は，詳細は JIS A9501「保温保
冷工事施工標準」に譲るが，例として配管の場
合は基本的な考え方として運転時の周囲温度，
湿度条件を設定し，その条件において保冷材表
面が結露しないように保冷厚さを決定する。JIS 

A9501では標準的な条件として周囲温度30℃，相
対湿度85%が例示されている。また，結露しない
要件としては保冷材表面温度が運転時の周囲条
件における露点を越えるように設定する。具体的
には JIS A9501に従い，露点＋0.3℃とすることが
多い。わずか0.3℃と思われるかもしれないが，
保冷材表面温度をさらに高めようとすると図23
に示すように保冷材厚さが著しく厚くなるため，
経済性と実際の外気の湿度変動を考慮し，実用
的条件として上述のように設定されている。

　保冷構造は断熱性能以外にも，外気と施工対象
の温度差に起因して保冷材内部に発生する熱応力
に対する健全性，外気中の湿分の保冷材内部への
侵入防止，そして施工のしやすさ，施工品質の高
さ，経済性が主要な設計ポイントとなる。

5.2　施工方法
　保冷の施工方法は対象物の形状，構造，運転
温度，保冷材の種類によりさまざまである。硬質
ウレタンフォームを例とすると，対象物の形状に
よって最適な施工方法が任意に選択できる。例
えば，冷凍倉庫の壁面のように広い面を保冷す
る場合はスプレー施工やボードを貼り付ける工
法が，配管の保冷など複雑な構造に対しては成
形品と注入発泡の組合せなどの方法が適する。
その反面，保冷工事現場において硬質ウレタン
フォームの原液を用いて保冷施工するにはそれ
に応じた化学的知識と熟練が必要である。

6．お　わ　り　に

　以上，当社の保冷工事と製品について紹介し
た。特にLNGを対象とする保冷工事は約50年の
歴史があり，技術的には既に成熟期にある。今
後は，既存のプラントの保全に関連する技術や，
高齢社会における人手不足への対応として，施
工の省人化が重要な課題となってくると考えら
れる。
　既に一部で「Cryogel® Z」を用いた既存の保冷
構造の改修工事や，工程が複雑で熟練を要する
硬質ウレタンフォームの現場注入発泡作業を簡
易化するための新技術開発などの取り組みをお
こなっているところである。これらに関してはま
た折を見て紹介することとしたい。

　本稿に関するお問い合わせは基幹産業事業本
部　工事事業部　工事技術部までお願いいたし
ます。

図23　LNG配管の保冷厚さと保冷材表面温度の関係
（JIS A9501記載の熱伝導率参考値を用い，配管径8B，管内部温度
－162℃，周囲温度30℃とした場合。湿度85%RH（露点27.2℃）に対
応する保冷厚さは145mmであるが，例えば湿度90％RH（露点
28.2℃）でも結露しないようにするには保冷厚さ220mmが必要と
なる）
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85%RHの露点＋0.3℃（標準条件）
80%RHの露点＋0.3℃

算定条件
 ・配管内部温度  －162℃
 ・周囲温度              30℃
 ・表面熱伝達率      8.0W/（m2･K）
 ・配管径    216mm （200A）
 ・保温材    JIS A9511 A種硬質ウレタンフォーム保温筒1種

保温厚さ［mm］ 

＊「TOMBO」はニチアス㈱の登録商標または商標です。
＊  「フォームナート」，「ライトン」はニチアス㈱の登録商標
です。

＊「Cryogel」はAspen Aerogels, Inc.の登録商標です。
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万人）の入場者があった。そこで短時間に多く
の食事を提供するため，会場から遠く離れた工
場で食材が調達・加工され，冷凍されたものを
トラックで万博会場へ運ぶ，セントラルキッチン
方式が採用された。同方式は，集中調理方式と
言われ，複数のレストランや学校・病院など大量
の料理を要する施設の調理を一手に引き受ける
方法である。調理場と消費施設が必然的に離れ
た場所にあり，一度調理されたものが冷凍食品
や半製品の形で保存されるため，温度管理が可
能な輸送車や保管用の倉庫が必要となった。
　大阪万博が開催された1970年はファミリーレ
ストランの第1号である，すかいらーく府中店が
オープンした年でもあり，翌年1971年にはロイ
ヤルホスト1号店，マクドナルドの日本1号店が
開店し，さらに1972年にはロッテリア，モスバー
ガーが続いて誕生した。これら外食チェーンの
その後の発展については周知の通りである 1）。そ
の後も冷凍食品の簡便性や冷蔵倉庫の品質保持
機能は急速に発展し，食品にとどまらず，医薬品，
化学品，電子部品，生花などに温度管理を要し
た輸送・貯蔵が広がり，1990年頃まで急速に冷
蔵倉庫の設備能力（所管容積）は伸び続けた。

2.2　最近のトレンド
　1990年台に入り，老朽化した倉庫の立て替え
ができない中小企業の撤退により営業用の冷蔵
倉庫（倉庫業法により営業の登録を受けた冷蔵
倉庫）の事業所数は減少に転じた。その一方で，
新規施設の規模が大型化したため，2000年頃ま

1．は　じ　め　に

　株式会社イノクリート（以下，イノクリート）
がニチアスグループに仲間入りし6年目を迎えた。
　イノクリートは，LNG（液化天然ガス）を輸送
するLNG船や果物，肉，魚，野菜，乳製品など
の食品を輸送する冷凍船の防熱工事※1を手掛ける
海洋事業部と，冷蔵倉庫の防熱工事を手掛ける
コールドエンジニアリング事業部（以下，CE事
業部）からなり，いずれも豊富な実績と大型案件
に対応可能な動員力や技術力を強みとしている。
　いずれも私たちの生活には欠かせないもので
あり，防熱工事を通じてエネルギー産業や食品
産業を支えている。本稿ではCE事業部が手掛け
る冷蔵倉庫の防熱事業について，日本国内の冷
蔵倉庫の生い立ちや最近のトレンドなどを交え
て解説する。

※1　  LNG船，冷蔵倉庫の業界では，断熱（保冷）を防熱と呼
ぶことが多いため，本稿では表記を「防熱」に統一した。

2．冷蔵倉庫の歴史

2.1　生い立ち
　冷蔵倉庫業はもともと水産品の鮮度を保つた
めに製氷業から発展したものであり，主に漁港を
中心に拡大してきた。その後，流通の近代化に
伴い，畜産物や農産品も保管対象となった。
　冷蔵倉庫は，戦後に建設が進み，拡大の契機
は1970年の大阪万博であったと言われている。
大阪万博では，半年間で6420万人（1日平均35

冷蔵倉庫の防熱事業について

基幹産業事業本部　工事事業部　工事技術部
株式会社イノクリート

解説
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では冷蔵倉庫の設備能力は伸び，以降は横ばい
から微増で推移している（図1）。
　現在，冷蔵倉庫は，日本国内だけで1000社以
上が保有しているが，冷蔵の大手企業20社が占
める設備能力の割合は，90年代初頭に30％程度
であったのに対し，現在は半数程度となってい
る。今後も老朽化した小型倉庫が解体され，新規
の大型倉庫に集約される流れは続くとみられる。
　2017年4月現在の企業（グループ）別冷蔵倉庫
の設備能力上位10社を示す（表1）。主に加工食
品（冷凍食品）や水産物を取り扱う製造業，ま
た顧客の荷物を預かり保管・運送を手掛ける物
流専門業などが名を連ねている。

3．保管温度帯の区分

　配送・保管時の保管温度帯は，一般には冷凍・
冷蔵・常温の3種類で呼ばれる。冷蔵倉庫では，
C級（クーラー級）やF級（フリーザー級）の温
度帯での室温管理を行っている。実際には配送
商品の特性に合わせて非常に細かい区分がなさ
れており，さらにチルド（－5～＋5℃），氷温冷
蔵（－2.2～＋2℃），パーシャル（－3～－2℃）
などの区分もあり，食品のおいしさを保つための
工夫がなされている（図2）。
　また保管する荷物が時期毎に異なる場合は，
幅広い温度範囲が制御できるFC級冷蔵室が建造
される。

4．近年の冷蔵倉庫の建設需要

　現在，冷蔵倉庫の建設需要は建て替えが主で
あるが，荷物を預ける荷主の要求も年々，高度・
多様化しており，建て替えと同時に倉庫の機能
向上を図るケースや，増築，補修，改修工事な
ども増えている。ここでは冷蔵倉庫建設に関わる
要因について紹介する。

4.1　老朽化
　冷蔵倉庫の法定耐用年数は約20年と普通倉庫
（約30年）より短いが，減価償却終了後，相当の

図1　冷蔵倉庫の総設備能力と事業所数の推移2)

※2011年は震災の影響で一部データが収集できていない。
※冷蔵倉庫の設備能力は１トン＝2.5m3として容積換算できる。
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表１　冷蔵大手10社の設備能力3)（2017年4月現在）

順位 企業名 棟数 設備能力（万トン）

1 ニチレイグループ 133 146.7

2 横浜冷凍 59 84.7

3 マルハグループ 61 63.5

4 東洋水産グループ 32 48.4

5 C&Fロジホールディングス 37 47.6

6 日本水産グループ 31 40.9

7 松岡 9 27.3

8 キユーソー流通システム 44 25.9

9 鴻池運輸 29 24.9

10 二葉グループ 13 22.4

図2　冷蔵倉庫の保管温度帯4)

Ｆ４級 Ｆ3級 Ｆ2級 Ｆ1級 C1級 C2級 C3級

－50 －40 －30 －20 －10 －2 10 20℃

【超低温】（－40℃以下）
マグロ，カツオ

【冷凍】（－18℃以下）
魚介・蓄肉
冷凍食品
アイスクリーム
パン生地

【冷蔵】（－18～＋10℃）
乳製品，練り製品
野菜・蓄肉・鮮魚類

【チルド】（－5～＋5℃）
【氷温冷蔵】（－2.2～＋2℃）

【パーシャル】（－3～－2℃）

【定温（低温）】（＋5～＋18℃）
マヨネーズ
チョコレート，米穀類

冷蔵倉庫の温度帯区分

一般的な温度区分
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年数が経過している冷蔵倉庫が多数残存してい
る。実質的なライフサイクルや投資回収期間は非
常に長く，築後30年を超える冷蔵倉庫は全体の
半数を超える（図3）。
　一般的には築後40年に達すると，維持費用が
かさんでくるため，総改修に踏み切るケースが増
えてくる。

4.2　フロン規制への対応
　かつて冷凍設備の冷媒や防熱材の発泡剤とし
て使用されてきたフロンガスは，オゾン層破壊・
温室効果ガスであるため，順次規制されている。
日本国内ではCFC（R-11，R-12など）は1995年に，
HCFC（R-22など）は2020年に全面生産停止が
決定している。また 2016年には，代替フロン
HFC（R-134a，R-404Aなど）についてもモントリ
オール議定書（MOP28）により，今後全世界で
生産量が大幅に削減されることが決定した。ユー
ザー側の環境意識も確実に高まってきており，今
後は自然冷媒（アンモニア・二酸化炭素など）や
ノンフロン防熱材の採用が進むと考えられる。

4.3　新規の省エネ対策・温度管理精度の改善
　2011年の震災以降，国が企業に課する省エネ
基準も高まっている。LED照明や省エネ設計の
冷蔵設備を導入するケース，また荷捌き場での
荷物の温度変化を極力小さくするために高性能
ドックシェルター，外気の流入を防ぐための陽圧
設備の採用なども進んでいる。

4.4　その他
　食品の安全・安心を保つため，部外者が冷蔵
倉庫内に入り込めないようにセキュリティゲート
や顔認証システムの導入，監視カメラの設置箇
所を増やしたりするなど，人為的な異物混入を防
ぐための対策（フードディフェンス）も広がって
いる 6）。また，運送業の過重労働問題に対応して
マテハン（Material Handling）技術や IT技術に
よる荷積みの予約システムの導入のほか，冷蔵
倉庫敷地内のトラックの動線を整備し，待機時
間や交通渋滞の解消に積極的に取り組むケース
が増えている。

5．冷蔵倉庫の防熱方式

　冷蔵倉庫は家庭で使われる電気冷蔵庫を大き
くしたような構造をとっており，内部の保管物が
防熱材で覆われている，また隣室と異なる温度
で運転される場合は，間仕切りの部分も防熱の
対象となる。
　工事は主に新築と改築（改造）があり，新築
で冷蔵倉庫を計画する際に採用される防熱方式
はおおむね「プレハブ式」と「築造式」に大別
される。「プレハブ式」は，工場製作された防熱
パネルを組み立てて，冷凍冷蔵室を形成するこ
とをいう。一方，「築造式」とは構造物（または
下地材）に防熱材を施工して構造物と一体となっ
て冷蔵倉庫を構築することをいう。
　以下に主だった防熱方式を紹介する。

5.1　外防熱方式
　屋外や躯体などを下地にして防熱する方式（図
4）で，躯体コンクリートが蓄熱効果を持ち，入
庫品の状態，扉の開閉頻度に比較的影響を受け
ずに庫内温度を維持できる。後述の内防熱方式
に比べると，同じ躯体であれば，庫内容積を大き
く取ることができる。また仕上げがコンクリート
になる部屋が多くなるので，防湿層の破損が少
ない。一方で温度条件の多様な倉庫には不向き
であり，運転開始後に倉庫の温度条件を変更す
ることが困難である。

図3　冷蔵倉庫の築後経過年数（2015年6月時点）5）

40年超  37％40年超  37％

10年以下  2％10年以下  2％ 10年超～20年以下  10％10年超～20年以下  10％

２0年超～３0年以下
 26％

２0年超～３0年以下
 26％

30年超～40年以下
25％

30年超～40年以下
25％



〈解説〉冷蔵倉庫の防熱事業について

ニチアス技術時報　2018 No. 1 13

5.2　内防熱方式
　屋内から躯体などを下地にして防熱する方式
（図5）で，改造時に採用される場合が多い。多
様な温度帯の倉庫を混在でき，竣工後の温度条
件変更による改造工事にも対応しやすい。一方で，
梁や支柱部分の構造が複雑になり，コスト高とな
りやすく，工期がかかる傾向にある。

5.3　自立式パネル防熱方式
　構造物（建物）の中に自立したパネル式冷蔵倉
庫を組み立てる方式（図6）で内防熱方式一つと
言える。通常の内防熱方式は防熱材を建物（躯体）
に直接貼り付けたり吹付けたりするのに比べ，自
立式パネル防熱方式は建物に密着している部分
は床だけである。清潔感のある仕上がりで撤去後
に現状復旧がしやすい。パネルが工場製作品のた
め現場施工や現状復旧期間が短い。一方で他方
式に比べて構造物（建物）の容積に対して庫内
容積が小さくなる。

6．防熱設計と防熱材料 7）

6.1　防熱設計
　冷蔵倉庫の防熱性能は防熱材の厚みが大きく
なるほど向上し省エネルギーになるが，イニシャ
ルコストが高くなる。そこで実際の設計では，費
用対効果を考慮し仕様を決定する。冷蔵倉庫の
建屋防熱に関しては，日本冷凍空調学会規格

（JRS-0001）が有用であり，その指針が熱流密度
Ψで示されている。表2に防熱の熱流密度の基準
値を示す。また表3に冷蔵倉庫の防熱計算に使用
される表面の熱伝達率を，表4に周囲の温度条件
を示す。
　熱流密度Ψ（W/m2）の算出は，次式から求め
られる。
 Ψ ＝ K（θa－θr）
 K ： 熱通過率［W/（m2･K）］
 θa ： 外部温度［℃］
 θr ： 室内温度［℃］

図4　外防熱方式

防熱施工
部分

構造躯体

外装
仕上材

図5　内防熱方式 図6　自立式パネル方式

表2　防熱の熱流密度（JRS-0001の基準値）

規格 室温［℃］ 熱流密度［W/m2］
標準型 ＋10～－60 8.5

省エネルギー型
＋10～－34 7.1

－35～－60 6.5

表4　周囲の温度条件

部位 温度［℃］
外壁の表面温度 ＋33

天井温度 ＋40

床下温度
地盤に接している場合 ＋15

地盤に接していない場合 ＋25

表3　表面の熱伝達率（JRS-0001の基準値）

部位 熱伝達率［W/m2･K］
冷蔵室内部 5.8～ 8.14

冷蔵室外壁外部 23.3
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　この規定に基づき計算された防熱厚さの一例を
表5に示す。冷蔵倉庫としてはもっともポピュラー
な－25℃程度の運転温度でも防熱厚さは200mm

程度となり，一般的な液化天然ガス（－162℃）
の運転設備と比較しても，防熱厚さは同等かそ
れ以上となっている。冷蔵倉庫はライフサイクル
が長く，ヒートロスは即運転コスト（電気代）に
反映されるため，省エネルギーを重視した防熱設
計となっているためである。さらに日照時間も考
慮して，建物の方角毎に外壁の防熱厚さを設計
するケースもある。

6.2　防熱材の種類
　防熱材の種類は防熱方式や倉庫躯体の形状，
現場での施工性を考慮して選定される。

6.2.1　ポリスチレンフォーム
　ポリスチレンフォームは，それ自体を押し出し
成形し，一定の規格サイズのボード状となってい

る。工場生産品のため，品質が安定しており，寸
法精度も良好である。施工方法は接着剤や防熱
ピンを使用した貼り付け方法となる。防熱性能が
高く，安価であるため，冷蔵倉庫のみならず住宅
建材としても多方面に使用されている。また圧縮
強度が高いため，冷蔵倉庫の床防熱材として適
している。

6.2.2　ポリウレタンフォーム
　硬質ポリウレタンフォームは，防熱材の中では
最も防熱性能が良いことが特長で透湿抵抗も高い。
　原料であるポリオールとイソシアネートの反応
によりウレタン樹脂を形成する反応過程で，他の材
料とウレタン自身が自己接着する特徴を有するた
め，接着剤を介することなく，躯体との密着が可能
となる。吹付け施工によれば，形状を選ばずシー
ムレスの防熱層を形成することが可能となる。
　吹付け施工用ポリウレタンフォームの発泡剤
は，現在代替フロン（HFC）が主流であるが，
各社とも環境に配慮した次世代発泡剤（HFO）
を使用した製品開発の目処が立っており，今後は
冷凍機の冷媒と同様に切り替えが進んでいくと
みられる。

6.2.3　サンドイッチパネル
　2枚の鋼板を成形加工し，その間に防熱材を挟
み一体化させたパネル型の防熱材である。意匠
性も高く軽量でありながら，すぐれた防熱性，強
度，防耐火性，耐久性，施工性を持っており，防
熱材と外装板の取り付けを同時に済ませること
ができる。間に挟みこむ防熱材は，ポリウレタン
フォームやロックウールなど，用途によって選定
される。

7．イノクリートの防熱工事

　近年の冷蔵倉庫は大型化する傾向にあり，新
築案件は冷蔵能力2万トン（所管容積5万m3）を
超えるケースも珍しくなくなった。ここでは防熱
工事の一例を紹介する。
　大型冷蔵倉庫は外防熱方式が採用されること

表5　防熱厚さの計算例
単位［mm］

室内温度［℃］
場所

天井 外壁 床

＋10以上 125 100 50

5 150 100 75

0 150 125 100

－5 175 150 125

－10 200 175 150

－15 225 200 150

－20 250 200 175

－25 250 225 200

－30 275 250 225

－35 300 275 250

－40 325 300 250

－45 350 325 275

－50 400 375 325

－55 425 400 350

－60 450 425 375

A種押出し法ポリスチレンフォーム保温板で省エネ型設計を行っ
た場合
JIS A9511 3種
熱伝導率λ［W/m・K］＝0.029＋0.00014θ（θ：平均温度℃）
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が多い。通常，外壁防熱工事は，建屋の周囲を
足場で囲い，防熱材料は大型クレーンを使って
足場上に間配りされる。外壁には外装材（板金）
を取り付けるための胴縁を固定するブラケット
（束）が設置されているため，防熱パネルは切り
欠き加工を行ったのち，防熱ピンなどを使って外
壁に直接固定される（図7）。その後，切り欠き
部分はポリウレタンフォームの吹付け発泡を行
い，防熱処理される。

　床部分は防熱パネルが敷設された後，コンク
リートが打設される（図8）。壁の立ち上がりや間
仕切り部分は防熱パネルが取り付けられた後，外
装板で仕上げられる（図9）。またコンクリート壁
の代わりに防熱機能を兼ねた金属板サンドイッチ
パネルで間仕切りを設けるケースもある。天井や
梁などの形状が複雑な部分にはポリウレタン
フォームの吹付け発泡が行われる。
　このように各防熱材の特長を上手く組み合わ
せて防熱工事は進められる。
　またイノクリートでは小規模の冷蔵・冷凍室で
あれば，冷蔵設備の選定や設置工事も行ってい
る。冷蔵設備の選定には高い専門性が必要であ
り，冷蔵室の容積，運転温度，入熱量，保管物
の比熱や倉庫の開け閉めの回数などに加えて冷
蔵能力の尤度や故障に備えた冗長性なども考慮
される。

8．お　わ　り　に

　近年，私たちの食生活は多種多様化し，食品
の輸送や貯蔵の技術も発展してきた。冷蔵倉庫
もその一翼を担っている。
　今後望まれる冷蔵倉庫は，例えば，電気を節

図7　外壁防熱工事
防熱パネルを外壁に直接固定する。足場つなぎやブラケット（束）
部分などは切り欠き加工を行う。

図8　床および立ち上がり部分の防熱工事
防熱パネルを敷設する。床部分はコンクリートが打設されて完
成となる。

図9　間仕切り部分の防熱工事
防熱パネルと吹付けポリウレタンフォームで防熱処理を行い，表
層は外装板金で仕上げられる。

吹付けポリウレタンフォーム

防熱パネル

外装板金
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約し，環境に配慮した材料で，食の安全を確保
できる冷蔵倉庫と考えられ，ノンフロン防熱材の
採用や防熱の高性能化，難燃化などが進んでい
くと考えられる。
　また少子高齢化に伴う労働人口の減少や2020年
に控える東京五輪に向けて建設業界の労働者不
足も深刻となることが予想されるため，リニュー
アル需要に応えるための工事の省力化技術も必
要になると考えられる。
　イノクリートの防熱工事は，日本各地で日々，
改良や工夫を加えながら，今日も複数の案件が
同時進行している。個別の案件については，また
機会を改めて紹介することとしたい。

　今後も高品質の防熱工事を提供するため，営
業，設計，工務が一体となり，お客さまのニーズ
に応えていきたいと考えている。本稿に対するお
問い合わせは株式会社イノクリート（東京営業
部）までお願いいたします。
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2．吸音率予測の流れ

　本稿ではまず，繊維系多孔質材料の音響系Biot

パラメータをそれぞれ実測し，繊維特性とBiot

パラメータの相関を確認する。次に繊維特性か
ら，Biotパラメータを推定する式を作成し，その
精度を確認する。さらに熱的特性長，粘性特性
長を繊維特性から求める既存理論式の精度を確
認する。最後に，推定したBiotパラメータとBiot

モデルをベースとした JCA（Johnson-Champoux-

Allard）モデルを用いて，吸音率を予測し，実測
吸音率と比較する。

3．JCAモデル

　JCAモデルでは，多孔質材料中の隙間を通過す
る空気伝播音は，実効密度と実効体積弾性率で表
現する。特に，空気の粘性摩擦によるエネルギー
減衰を実効密度に，空気の圧縮膨張による熱的散
逸を実効体積弾性率に組み込んだことを特徴とす
る。さらに，Biotモデルをベースとすることで，
多孔質材料の骨格を介した固体伝播音も表現に加
えることができる。ここで，一般的な吸音率はエ
ネルギー反射率を用いて式（1）で表される。

α＝1－| r |2 ……………………………………（1）

　詳細な式展開は省略するが，エネルギー反射
率は，JCAモデルを用いることで以下の式（2）,（3）
で示す実効密度，実効弾性率によって表すこと
ができる。

1．は　じ　め　に

　2016年から国内で自動車の車外騒音規制が施
行された 1）。2020年には2dB，2024年には4dB（い
ずれも2016年基準）の騒音低減が要求されてい
る。また，燃費・CO2基準や規制が強化され，
2020年からは2015年より20%以上の燃費改善が
必要になる 2）。騒音と燃費両面の規制強化に対応
するため，防音部品のさらなる性能向上と軽量化
が期待されており，これに有効な材料が繊維系
多孔質材料である 3），4）。繊維系多孔質材料の音響
性能はBiot理論によって計算できることが知ら
れている 5）。Biot理論は，材料特有のBiotパラメー
タを測定することで，任意形状の製品や，組み
合わせた材料の音響性能を予測することが可能
である。すなわち，Biot理論を用いることで，製
品試作を行うことなく迅速に材料の組み合わせ
を検討することができる。しかしながらBiotパラ
メータは，同種材料であってもかさ密度が異なれ
ば，再試作し再測定する必要がある。
　当社はこれまでに自動車の防音部品の高性能
化と設計迅速化を目的に，Biot理論を用いた音響
性能の予測モデル構築に取り組んできた。今回，
Biotパラメータを繊維特性から定量的に推定する
技術を構築した。その結果再測定を伴わなくて
も材料の密度や繊維径からBiotパラメータの推
定が可能になった。これにより繊維系多孔質材
料の繊維特性から吸音率を予測可能な技術を確
立したので，その技術について紹介する。

繊維系多孔質吸音材料のBiotパラメータの推定

研究開発本部　CAE室　　三　木　達　郎

技術レポート
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　ここで，α∞は迷路度，ρ0は空気の密度，φは
空隙率，σは流れ抵抗，iは虚数単位，ωは角振
動数，μは空気の粘度，Λは粘性特性長である。
また，γは比熱比，P0は平衡時の圧力，κは温度
拡散率，Λ'は熱的特性長を示す。音響性能を
Biotモデルで表現することにより，周波数領域に
連続的に表現された吸音率スペクトルをBiotパ
ラメータに縮約することができる。表1にBiotパ
ラメータの一覧を示す。なお，ρはかさ密度で真
密度のρtとは以下の関係式が成り立つ。

ρ＝ρt（1－φ） …………………………………（4）

表1　Biotパラメータ

音響系Biotパラメータ 構造系Biotパラメータ
σ 流れ抵抗［Ns/m4］ ρ かさ密度［kg/m3］
φ 空隙率［－］ η 損失係数［－］
α∞ 迷路度［－］ E ヤング率［N/m2］
Λ 粘性特性長［m］ ν ポアソン比［－］
Λ' 熱的特性長［m］

4．実　験

4.1　試験体
　試験体には，平均繊維径 1.5，1.8，2.4，4.1，
5.0μmのグラスウールを用いて，かさ密度7～
33kg/m3の繊維系多孔質材料を60種類用意した。
繊維の代表径の評価はSEM（走査型電子顕微鏡，
日本電子製，JSM7600F）で形状観察（図1）を
行い，体面積平均径を代表径とした。

4.2　流れ抵抗測定
　作製した試験体の流れ抵抗を評価するため，
流れ抵抗測定装置（日本音響エンジニアリング
製，AirReSys）を用いて流速0.5，1.0，1.5，2.0，2.5，
3.0mm/sにおける圧力損失を測定し，流れ抵抗
を換算した。その流れ抵抗値を縦軸にし，横軸

に各試験体のかさ密度，媒介変数を各試験体の
平均繊維径としたグラフを図2に示す。気孔率の
値が同じ場合は，平均繊維径が小さい1.5μmの
流れ抵抗が最も大きくなり，平均繊維径が大きい
5.0μmの流れ抵抗が最も小さくなった。

4.3　迷路度・特性長測定
　作製した試験体の迷路度，粘性特性長，熱的
特性長を超音波測定装置（日本音響エンジニア
リング製，Torvith）を用いて測定した。迷路度
はn2法，特性長はアルゴンガスと空気を用いた
Qδ法で求めた。測定周波数は100～ 1000kHzで
ある。
　迷路度の代表的な測定結果を図3に示す。迷路
度については繊維種や多孔度によらず，ほぼ1で
あることがわかった。
　熱的特性長および粘性特性長の代表的な測定
結果を図4，5に示す。

図1　試験体に使用したグラスウールの一例（SEM像）

図2　試験体のかさ密度と流れ抵抗の関係
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5．音響系Biotパラメータ推定

5.1　流れ抵抗
　多孔質材料中における低レイノルズ数流体の
場合，Darcyの法則に従い，式5に示すように圧
力損失は粘度，流速，厚さに比例し，透過率に
反比例することが知られている 6）。

 
μuL

Δp＝───  ………………………………（5）
 

k

　ここでuは空気の流速，Lは試験体厚さ，kは
透過率。
　一方，流れ抵抗の定義式は式（6）で表される。

 
Δp

σ＝──  ……………………………………（6）
 

uL

　従って，流れ抵抗は空気の物性値である粘度
と多孔質体の形状因子である透過率で表すこと
ができる。

 
μ

σ＝──  ……………………………………（7）
 

k

　そこで本稿では，流れ抵抗を空気の粘度と繊
維特性の関数を用いた実験式で表せると考え，
未知係数を流れ抵抗の実験値から最小二乗法を
用いて決定した。

σ＝Aμ（1－φ）BDC ………………………（8）

　ここで，Dは繊維径，A，B，Cは実験から求
めるフィッティング係数である。
　流れ抵抗に対する近似関数のカーブフィット
結果を図6に示す。それぞれA＝8.89×105，B＝
1.40，C＝－1.12とすると良好にフィットしてい
ることがわかる。なお，平均繊維径が5.0μmの
試験体については，試料中に密度のバラツキが
大きく，局所的に密度の低い部分が生じるため，
実測の流れ抵抗が近似式よりも低くなる傾向に
あると考えられる。

図4　Qδ法で求めた試験体の熱的特性長
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図5　Qδ法で求めた試験体の粘性特性長
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図3　n2法で求めた試験体の迷路度
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図6　流れ抵抗に対する近似関数のカーブフィット
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5.2　熱的特性長・粘性特性長
　4.3.で用いたQδ法は，超音波のエネルギー減
衰を異なるガス中で測定することで2種類の特性
長を算出することができる。しかしながら，細径
繊維の試料においては超音波のエネルギー減衰
が大きくなるので，超音波が試料を透過しづらく
なり測定が困難になる問題がある。そこで，本稿
では超音波による特性長測定を他の測定法と比
較することで測定の妥当性を評価するとともに，
各特性長に対しての予測式を検証した。
　熱的特性長は式（9）で示すように表面積と空
隙体積で定義されており 7），式（10）のように変
換することで比表面積と多孔度で置き換えること
ができる。

 ∫V dV
Λ'＝2───  …………………………………（9）
 

∫S dS

 
φ

Λ'＝2─────  ……………………………（10）
 

（1－φ）Sν

　ここで，Sは繊維表面積，Vは空隙の体積，Sν
は繊維の比表面積（単位体積当たりの全表面積，
体積と表面積は固体分の実質体積と実質表面積）
である。
　また，繊維を円柱形状と近似すれば，式（11）
のように多孔度と繊維径のみで表現することもで
きる。

 
φ

Λ'＝────D  ……………………………（11）
 

2（1－φ）

　つまり，SEMおよび比表面積測定装置（BET）
を用いて繊維径や比表面積を測定することで熱
的特性長を求めることが可能である。図7にSEM

と超音波（Qδ法）で測定したそれぞれの熱的特
性長の比較例を示す。また，図8にBETと超音波
（Qδ法）で測定したそれぞれの熱的特性長の比
較例を示す。超音波測定と繊維径および比表面
積から求めた熱的特性長に大きな差異はなく，式
（11）で予測可能であることが分かった。

　粘性特性長は Johnsonらによると式（12）で予
測することができる 8）。cは多孔質体の空隙形状
に依存するパラメータでありおおむね1であるこ
とが知られている。

 
8ηα∞	 1Λ＝  ─ ……………………………（12）

 
σφ c

　c＝1として，式（12）と超音波（Qδ法）の
測定結果との比較を図9に示す。式（12）が超音
波の測定結果をよく表していることがわかる。

図7　繊維径および超音波（Qδ法）で測定した試験体の
	 熱的特性長の比較例
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図9　式（12）による計算結果と超音波（Qδ法）で測定した試験体の
	 粘性特性長の比較
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図8　BETおよび超音波（Qδ法）で測定した試験体の
	 熱的特性長の比較例
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このことから，式（12）において c＝1としても
非常に有益な結果が得られることがわかった。
　熱的特性長と粘性特性長の比は，試料の繊維
配向分布によって0.5から1.0までの値をとること
がAllardらによって予測されている 9）。そこで，
本測定から熱的特性長と粘性特性長の比を取っ
た結果，0.56（標準偏差0.3）となり，おおむね
Allardらの予測範囲に収まった。なお，大きな標
準偏差となった理由としては，試験体中の密度
のバラツキの可能性があると考えられるが，今後
詳細を明確にしたい。

6．		垂直吸音率によるBiotパラメータ	
推定値の検証

　各試験体の背後剛壁条件における垂直入射吸
音率を測定し，前章で推定したBiotパラメータ
を用いて JCAモデルから求めた吸音率の予測値
との比較を行った。結果の一例を図10～ 12に
示す。図10，11から平均繊維径1.5μm，2.4μm

の試験体は，吸音率の測定値と予測値が良好に
フィットしていることがわかる。平均繊維径5.0μm

の試験体（図12）は，前章でも示したように試
験体内の密度のバラツキが大きく，局所的に密
度の低い部分が生じ，実測の流れ抵抗が近似式
よりも低くなる傾向にあるため吸音特性の誤差
が大きくなったと考えられる。
　以上より，本稿で示した繊維径，多孔度，気
体の粘度による流れ抵抗の推定式と，繊維径，
多孔度，繊維の比表面積を用いて熱的特性長，
粘性特性長を求める既存理論式を用いることに
より吸音率が予測可能であることが示された。

7．お　わ　り　に

　Biotパラメータの実測結果に基づいて，繊維特
性によりBiotパラメータを定式化した。その定
式化した値を用いて JCAモデルで吸音率を予測
し，実測値と比較検討した結果，吸音率を繊維
特性である繊維径，多孔度と空気の物性値で予
測可能であることがわかった。これにより，防音
部品の材料選定や形状設計が容易になり，音響
性能の高い防音材料開発の方向性を迅速に決定
することが可能になった。
　当社は防音材メーカーとして自動車向け防音
材を供給し，自動車の性能向上に貢献してきた。
今後も今回の成果を取り入れながら，より高性能
な防音材の開発を迅速に行っていく所存である。

図10　垂直入射吸音率の実測値と予測値の比較（平均繊維径1.5μm）
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図11　垂直入射吸音率の実測値と予測値の比較（平均繊維径2.4μm）
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図12　垂直入射吸音率の実測値と予測値の比較（平均繊維径5.0μm）
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優れた超軽量無機質スポンジ状素材（図1，以下，
無機スポンジ）を開発中である。ここではその概
要について紹介する。

2．無機スポンジの概要と特長

2.1　無機スポンジの概要
　無機スポンジと従来の無機繊維質吸音材であ
るガラスマットの電子顕微鏡写真を図2に示す。
無機スポンジは無機繊維からなるセル状の空隙を
無数に形成した，いわゆるスポンジ構造を持つ。

1．は　じ　め　に

　工場や交通機関などから生ずる騒音は，生活
に影響を与える環境問題として捉えられており，
種々対策が講じられている。当社には，「断つ・
保つ」の技術の一つとして防音技術があり，住
宅やプラント向けにロックウールやグラスウール
を用いた無機繊維質防音材のほか，有機繊維を
主体とした自動車用超軽量防音カバー TOMBOTM 

No.6690-B「エアトーン ®」など各種防音材を製造・
販売し，幅広い種類の騒音対策に貢献している。
　近年，自動車の車外騒音規制が世界レベルで
強化されている。これに対応するため，防音材
には高性能化，高耐熱化，さらなる軽量化など
の技術革新が求められている。
　従来から無機繊維質防音材は耐熱性に優れる
防音材として広く用いられているが，必要な防音
性能を発現するためには重量増加を伴う場合が
あり，耐熱性と軽量性を併せ持った無機質防音
材の開発が要望されていた。防音技術は吸音と
遮音に大別されるが，現在当社では，吸音性に

吸音性に優れた超軽量無機質スポンジ状素材

研究開発本部

新技術紹介

図1　超軽量無機質スポンジ状素材

図2　無機スポンジと従来品の構造の違い

無機スポンジ 従来品（当社製ガラスマット）
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この独特な内部構造によって，無機繊維が持つ特
性の一つである耐熱性を維持しつつ，従来にない
軽量性を実現した（図3）。また，この構造により，
吸音性，断熱性，シール性，圧縮復元性など従来
の無機繊維質成形体にはないさまざまな特長ある
性能を発現する。
　無機スポンジは作製条件を変えることで，空
隙のサイズを 0.1-0.5mm，かさ密度を 0.005-
0.03g/cm3の範囲で任意に，かつ個別にコント
ロールすることができる。また，ガラス繊維，ロッ
クウールなどさまざまな無機繊維で作製可能で，
耐熱性は使用する繊維相当となる。
　作製には，当社の無機繊維の湿式成形技術を
応用することができるため，将来的には平板以外
の複雑形状にも対応すべく開発を進めている。

2.2　吸音性能
　無機スポンジの大きな特長のひとつである吸
音性能について紹介する。
　吸音率を従来製品のガラスマットと比較した
データを図4に示す。なお，測定に使用した試験
体の仕様を表1に示す。吸音率はJIS A1405-2に従
い，背後空気層のない剛壁密着条件における垂
直入射吸音率を測定した。
　試験の結果，無機スポンジは重量（かさ密度）
が従来のガラスマットに対して1/5であるにも関
わらず，吸音ピークが低周波側にシフトしている
ことがわかる。
　一般に吸音性能は，吸音材の質量や，構造に

起因する空気の流れ抵抗などに依存する。特に
低周波側は質量に依存する割合が多く，重量が
かさむ要因となっていた。これに対し無機スポン
ジは，独自のスポンジ状構造により流れ抵抗の割
合が増加したため，軽量でも低周波吸音特性の
向上が実現した。この流れ抵抗は，作製法で述
べた空隙サイズにより制御可能なため，材料単
体で吸音周波数域の調製が可能である。

3．お　わ　り　に

　新技術として開発中の吸音性に優れた超軽量
無機質スポンジ状素材について紹介した。軽量
かつ，有機系防音材にない耐熱性を有するため，
輸送機器を含めた多方面での応用が期待される。
　現在開発継続中の技術のため，製品化時期，
サンプル提供時期，価格に関しては未定である
が，今後お客さまのご要望を取り入れ，本技術
をさらに進化させ応用製品の開発に努めていく
所存ですので，ご意見いただければ幸いです。
　本開発品に関するご質問，お問合せは info-rd@

nichias.co.jpまでお願いいたします。

図3　無機繊維質吸音材のかさ密度

無機スポンジ 従来品
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図4　吸音率測定結果
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表１　吸音率測定試験体の仕様

無機スポンジ ガラスマット
かさ密度 ［g/cm3］ 0.02 0.11

厚み ［mm］ 10 10

材質 ガラス繊維 ガラス繊維
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第 10回

メタルジャケットガスケットは無機質のクッション材を中芯として，その外周を金属薄板で
被覆した構造（図1）をしており，主に大口径の熱交換器や反応器などのフランジに使用さ
れている。

　構造的にフランジとの接触面が金属であるためフランジに馴染みにくく，シール性を得るには高い初
期締付力が必要である。

　このため，長年の使用でフランジの表面が荒れてきたり，フランジの歪みが大きくなるとガスケット
と馴染みにくくなり，今までと同じ締付力でも漏えいする場合がある。また，熱交換器など昇温や降温
時の温度変化によって発生するフランジやボルトの熱膨張・収縮にガスケットが追従できなかったり，
ガスケットの締付力が変動すると漏えいする場合もある。
　メタルジャケットガスケットの漏えい対策としては，フランジとの馴染み性を向上させるために，シー
ル補助材を使用したり（対策1），よりフランジへ追従しやすくシール性に優れたガスケットに変更する
（対策2）などの対策が有効である。

【対策1】 シール補助材の使用
① ガスケット表面に膨張黒鉛テープ（TOMBOTM No.1221）を貼る（耐熱温度：max400℃）。
　 膨張黒鉛は，柔軟性に富み耐熱性・耐薬品性に優れた素材でフランジに馴染みやすくなりシール性を
改善する。

②ガスケットペーストをガスケット表面に塗布する（耐熱温度：製品による）。
　ガスケットペーストによってフランジとガスケット界面の隙間を埋める事でシール性を改善する。

メタルジャケットガスケットが漏えいしやすいのですが，
どのような対策が考えられますか？

金属薄板

クッション材
図1　メタルジャケットガスケットの構造
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【対策２】ガスケットの変更
　対策に有効なガスケットの代表例2種類を下記に紹介する。これらのガスケットは日本石油学会規格
JPI-7B-88「機器フランジ漏れ防止対策資料」にも機器フランジの漏えい対策に有効なガスケットとして
紹介されている。

①TOMBOTM No.1804-GRシリーズ「グラシール ® ボルテックス ® ガスケット」（耐熱温度：max450℃）
　 金属フープと膨張黒鉛フィラーを交互にうず巻状に巻いた構造のセミメタルガスケットで，高温・高
圧の条件で幅広く使用される。圧縮復元特性に優れフランジに追従しやすく，膨張黒鉛フィラーがフ
ランジに馴染みやすくシール性に優れている。フランジ座面の形状によりガスケットに内外輪と呼ば
れる補助金属リングを取り付ける必要がある。

②TOMBOTM No.1891-GR「カンプロファイルガスケット」（耐熱温度：max400℃）
　 リング状の金属製平板の表面に特殊形状の山溝加工を同心円状に施し（金属基材），その表面に膨張
黒鉛を張付けた構造のセミメタルガスケットである。表面の膨張黒鉛がフランジに馴染みやすく，さ
らに平らに加工された山の頂上部に締付荷重が集中することで，シール性にも優れ高温・高圧の条件
まで使用される。ボルテックスガスケットの様に内輪を必要としないため，メタルジャケットガスケッ
トと同じ寸法で使用が可能である。構造上，ボルテックスガスケットに比べて，ハンドリング性が良
いため大口径の場合に施工がしやすい。

参 考 文 献

日本石油学会規格 JPI-7B-88「機器フランジ漏れ防止対策資料」

＊本稿は，月刊トライポロジー誌（2014年9月号）に掲載された記事に一部加筆修正を加えたものです。
＊「TOMBO」はニチアス㈱の登録商標または商標です。
＊「グラシール」，「ボルテックス」はニチアス㈱の登録商標です。

膨張黒鉛フィラ

フープ

図2　TOMBOTM No.1804-GRシリーズ
「グラシールボルテックスガスケット」の断面形状

（図は内輪付TOMBOTM No.1804-R-GR）

膨張黒鉛

金属基材

図3　TOMBOTM No.1891-GR
「カンプロファイルガスケット」の断面形状
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2017/4 号　通巻 No. 379
〈巻頭言〉 浜松研究所の新棟竣工にあたって
〈紹介〉  技術展示室 “Innovation Gallery” 開設
〈製品紹介〉 断熱材にアルカリアースシリケートウールを使用した 

 TOMBOTM No.9999-NA「NAベローＱ ®」
〈製品紹介〉 クッション材にアルカリアースシリケートウールを使用した 

 TOMBOTM No.1841/1861「NAメタルジャケットガスケット」シリーズ
〈解説〉 医療用マルチルーメンチューブ成形技術
〈連載〉 シール材　Q&A（第 9回）

2017/3 号　通巻 No. 378
〈新製品紹介〉  ファインフレックス BIO® 応用製品 

TOMBOTM No.5655「ファインブロック®」
〈製品紹介〉 ニチアスのフィルター製品
〈製品紹介〉 低濃度有機溶剤濃縮機 

 TOMBOTM No.8805-SC「ソルベントクリーン®」
〈製品紹介〉 産業用除湿ロータ 

 TOMBOTM No.8800-AC-SG「ハニクル® SG」 
 TOMBOTM No.8800-MS「ハニクル® MS」
〈製品紹介〉 気化式加湿＋ケミカル物質除去装置 

 TOMBOTM No.8805-HW「ハニカムウォッシャー®」
〈製品紹介〉 気化式加湿エレメント 

 TOMBOTM No.8808-HE-H「ヒューセル®」
〈連載〉 シール材　Q&A（第 8回）

2017/2 号　通巻 No. 377
〈新製品紹介〉  高温耐熱ボード 

TOMBOTM No.5461-16LDA「RFボード TM 16LDA」 
TOMBOTM No.5461-17MDA「RFボード TM 17MDA」

〈新製品紹介〉  ペースト状不定形耐火物 
TOMBOTM No.5675「ファインフレックス BIO® キャスト」

〈サービス紹介〉 プラント設備の省エネルギー対策と保全に貢献する「 工法」
〈製品紹介〉 耐薬品性・耐熱性・純粋性に優れたふっ素樹脂製品 

 ふっ素樹脂ライニング製品
〈連載〉 シール材　Q&A（第 7回）

2017/1 号　通巻 No. 376
〈巻頭言〉 新年雑感
〈新製品紹介〉  耐高温蒸気性パーフロロエラストマー 

TOMBOTM No.2675-S2「ブレイザー® Oリング-S2」
〈技術レポート〉 耐高温蒸気性に優れた新規架橋構造の開発
〈新製品紹介〉 「ファインフレックス BIO®」応用製品
〈新製品紹介〉 抗菌仕様化粧けい酸カルシウム板 

 TOMBOTM No.6462-200R「アスラックス® 200R」 
 TOMBOTM No.6462-600R「アスラックス® 600R」
〈連載〉 シール材　Q&A（第 6回）

次号　2018/2 号　通巻 No. 381 は 2018 年 4 月発行予定です。

「ニチアス技術時報」　バックナンバー
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